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１． 経営成績・財政状態に関する分析 
 

文中に記載しております為替影響は、米ドル、ユーロ、英ポンドを対象に前連結会計年度（以下、前年度）

の対円平均レートを当連結会計年度（以下、当年度）の外貨建取引高に適用して試算しております。 

 
（１）経営成績に関する分析 

 

【通期決算概況】                                           （単位：億円） 

 2013年度 
2013年4月1日～ 

 2014年3月31日 

2014年度 
2014年4月1日～ 

 2015年3月31日 

前年度比 
 前回 

（1月） 

予想比  増減率(%)  

売 上 収 益 47,624 47,532 △92  △0.2  
 

△467  

営 業 利 益 1,472  1,786  313  21.3  △63  

（ 営 業 利 益 率 ） （        3.1%）（        3.8%） （   0.7%） （ △0.1%）

金 融 損 益 54  117  62  114.0  

持分法による投資利益 83  84  1  1.9  

税 引 前 利 益 1,611  1,988  377  23.4  △11  

親 会 社 所 有 者 帰 属 
1,132  1,400  268 23.7  80  

当 期 利 益 
 

 

 

【損益の状況】 
 

売上収益は 4 兆 7,532 億円と、ほぼ前年度並みです。国内は 3％の減収です。システムインテグレーション

やＬＳＩが増収になりましたが、パソコンや携帯電話、ネットワークプロダクトが減収になりました。海外は

4.4％の増収になりました。ＬＳＩやパソコンが減収になりましたが、為替影響がありました。米ドル、英ポン

ドに対して円安が進行したことなどにより売上収益は前年度比で約1,200億円増加しております。海外売上比

率は39.6％と、為替影響もあり前年度比1.8ポイント上昇しました。 

 

営業利益は1,786億円と、前年度比313億円の増益となりました。携帯電話の採算性改善やシステムインテ

グレーションの増収効果があったほか、前年度にはＬＳＩや携帯電話などで事業構造改善費用の計上がありま

した。営業利益率は3.8％と、前年度比0.7ポイント改善しました。 

 

金融収益と金融費用をあわせた金融損益は117億円と、為替差損益を中心に前年度比62億円の増益となりま

した。持分法による投資利益は 84 億円となりました。この結果、税引前利益は 1,988 億円と、前年度比 377

億円の増益となりました。 
 

親会社の所有者に帰属する当期利益は過去最高の1,400億円となりました。前年度比では268億円の増益と

なりました。 

 

〔前回（1月）予想比〕 
 
売上収益はネットワークプロダクトなど国内プロダクトビジネスを中心に467億円予想を下回りました。営

業利益は、63億円予想を下回りました。減収影響のほか、米ドルに対しユーロ安が進行したことにより欧州拠

点においてパソコンがコスト上昇の影響を受けたことなどによります。 

親会社の所有者に帰属する当期利益は、税負担の減少などにより前回予想から80億円の増加となりました。 
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①主要製品別売上収益 (単位：億円)

2013年度 2014年度

2013年4月1日～
2014年3月31日

2014年4月1日～
2015年3月31日

増減率(%)

テクノロジーソリューション 32,430 33,028 597 1.8 

サービス 26,272 27,062 790 3.0 

ソリューション／ＳＩ 9,204 9,522 317 3.5 

インフラサービス 17,067 17,539 472 2.8 

システムプラットフォーム 6,157 5,965 △192 △3.1 

システムプロダクト 2,727 2,781 53 2.0 

ネットワークプロダクト 3,430 3,184 △246 △7.2 

ユビキタスソリューション 11,254 10,628 △626 △5.6 

パソコン／携帯電話 7,993 7,093 △900 △11.3 

モバイルウェア 3,260 3,535 274 8.4 

デバイスソリューション 6,002 5,956 △46 △0.8 

ＬＳＩ 3,216 3,137 △79 △2.5 

電子部品 2,802 2,834 32 1.1 

(注)1.売上収益にはセグメント間の内部売上収益を含みます。
(注)2.「ＬＳＩ」の売上収益には、「電子部品」への内部売上収益を含めて表示しております。
(注)3.「その他／消去又は全社」には、次世代スーパーコンピュータ事業、当社グループ会社向け情報システム開発・
(注)4.ファシリティサービス事業及び当社グループ従業員向け福利厚生事業等のほか、基礎的試験研究等の戦略費用及び
(注)4.親会社におけるグループ経営に係る共通費用が含まれております。

連
　
　
　
結

前年度比
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②セグメント情報 (単位：億円)

2013年度 2014年度

2013年4月1日～
 2014年3月31日

2014年4月1日～
 2015年3月31日

増減率(%)

32,430 33,028 597 1.8 

国 内 20,542 20,475 △66 △0.3 

海 外 11,887 12,552 664 5.6 

2,330 2,224 △106 △4.6 

7.2%)( 6.7%)( △0.5%)( 

26,272 27,062 790 3.0 

国 内 16,005 16,158 152 1.0 

サービス 海 外 10,266 10,904 637 6.2 

1,738 1,772 33 1.9 

6.6%)( 6.5%)( △0.1%)( 

6,157 5,965 △192 △3.1 

国 内 4,537 4,317 △219 △4.8 

海 外 1,620 1,647 26 1.7 

592 452 △140 △23.7 

9.6%)( 7.6%)( △2.0%)( 

11,254 10,628 △626 △5.6 

国 内 7,944 7,052 △891 △11.2 

海 外 3,310 3,576 265 8.0 

△268 87 356 - 

△2.4%)( 0.8%)( 3.2%)( 

6,002 5,956 △46 △0.8 

国 内 2,919 3,060 141 4.8 

海 外 3,083 2,895 △187 △6.1 

115 369 253 219.1 

1.9%)( 6.2%)( 4.3%)( 

Ｌ Ｓ Ｉ 0 252 252 - 

電子部品 114 116 1 1.4 

△2,063 △2,080 △17 - 

△705 △895 △189 - 

47,624 47,532 △92 △0.2 

国 内 29,609 28,732 △877 △3.0 

海 外 18,014 18,799 784 4.4 

1,472 1,786 313 21.3 

3.1%)( 3.8%)( 0.7%)( 

37.8% 39.6% 1.8% 

ユビキタス
ソリューション

デバイス
ソリューション

その他／
消去又は全社

連　結

売 上 収 益

営 業 利 益

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

営 業 利 益

営 業 利 益

テクノロジー
ソリューション

システム
プラット
フォーム

営 業 利 益

（営業利益率）

海外売上比率

売 上 収 益

営 業 利 益

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

前年度比

（営業利益率）

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

売 上 収 益
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【セグメント別の状況】 
 

当年度のセグメント別の売上収益（セグメント間の内部売上収益を含む）及び営業利益は以下のとおりです。 

 

＜事業別＞ 
 

テクノロジーソリューション 
 

売上収益は 3兆 3,028 億円と、前年度比1.8％の増

収になりました。国内はほぼ前年度並みです。サービ

スは、システムインテグレーションが金融分野や公共

分野で顧客の投資拡大により増収となりました。イン

フラサービスも堅調に推移しました。システムプラッ

トフォームは、ネットワークプロダクトが通信キャリ

アのＬＴＥ収容光伝送装置の導入が一巡し減収となっ

たほか、サーバ関連が前年度にあった大型システム商

談の反動により減収になりました。海外は 5.6％の増

収になりました。サービスは、欧州大陸は低調でした

が、英国や豪州は伸長しました。システムプラットフ

ォームは、欧州向けのＰＣサーバが伸長したものの、

北米向け光伝送システムが通信キャリアの当社関連セ

グメントに関する投資抑制が続き減収になりました。 

 

営業利益は2,224億円と、前年度比106億円の減益になりました。システムプラットフォームが減収影響に

加え、米ドルに対する円安、ユーロ安の進行により、国内及び欧州拠点で部材コストが上昇した影響を受け減

益になりました。一方、サービスは、新規ビジネス対応などの先行投資負担増を吸収し、増収影響などにより

増益になりました。 

 

 

ユビキタスソリューション 
 

売上収益は 1兆 628 億円と、前年度比5.6％の減収

になりました。国内は11.2％の減収です。パソコンは

ＯＳの製品サポート終了に伴う買い替え需要が第１四

半期で一巡した影響により減収となりました。携帯電

話はスマートフォン、フィーチャーフォン共にらくら

くシリーズが伸長したものの、開発リソースの選択と

集中を図り、新機種リリース数を絞り込んだことによ

り減収となりました。海外は8％の増収になりました。

パソコンは欧州拠点の販売台数が減少しましたが、モバイルウェアが北米向けを中心に増収になりました。 

 

営業利益は87億円と、前年度比356億円の改善になりました。パソコンは減収影響や部材コストが上昇した

影響により減益となりました。米ドルに対する円安、ユーロ安の進行により国内及び欧州拠点で部材コストが

上昇した影響に対しては、価格の安定化やコストダウンを進めましたが、下半期にユーロ安が急速に進行した

影響を吸収しきれませんでした。携帯電話は構造改革効果や品質の安定化に伴う対策費用の減少、コストダウ

ンなどにより前年度の赤字から大幅に改善し益転しました。また、モバイルウェアは増収影響があったものの、

為替影響による部材コストの上昇などによりほぼ前年度並みになりました。 

 （単位：億円）

 2014年度 前年度比 

売 上 収 益 33,028 1.8 %

国     内 

海     外 

20,475 

12,552 

△0.3 %

5.6 %

営 業 利 益 2,224 △106

（営業利益率） (     6.7 %) (   △0.5 %)
 

＜売上収益内訳＞   

サービス 27,062 3.0 %

システムプラットフォーム 5,965 △3.1 %
 

＜営業利益内訳＞   

サービス 1,772 33

システムプラットフォーム 452 △140

  

 （単位：億円）

 2014年度 前年度比 

売 上 収 益 10,628  △5.6 %

国     内 

海     外 

7,052 

3,576 

△11.2 %

8.0 %

営 業 利 益 87 356

（営業利益率） (    0.8 %) (     3.2 %)
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デバイスソリューション  
 

売上収益は5,956億円と、ほぼ前年度並みになりま

した。国内は 4.8％の増収です。ＬＳＩがスマートフ

ォン向け、サーバ向けなどを中心に増収となりました。

海外は 6.1％の減収になりました。ＬＳＩがマイコ

ン・アナログ事業の譲渡による影響を受けたほか、ア

ジア向けを中心にスマートフォン関連が減収になりま

した。電子部品も米州向け半導体パッケージが減収に

なりました。 

 

営業利益は 369 億円と、前年度比 253 億円の増益になりました。ＬＳＩの営業利益は 252 億円と、前年度比

252億円の増益になりました。前年度に実施した構造改革により固定費が低減した効果があったほか、米ドルに

対し円安が進行したことにより米ドル建ての売上収益が増加した影響がありました。電子部品の営業利益は116

億円と、ほぼ前年度並みとなりました。半導体パッケージが競争激化の影響を受けましたが、通信半導体会社

清算に伴う開発費負担の軽減効果がありました。 

 

 

その他／消去又は全社 
 

営業利益は 895 億円の損失と、前年度比 189 億円の悪化となりました。前年度に遊休不動産の売却益や米国

子会社の清算に係る一時的な利益の計上があったほか、中長期の成長に向けた戦略投資を拡充していることに

よります。 

 

 

 

 （単位：億円）

 2014年度 前年度比 

売 上 収 益 5,956 △0.8 %

国     内 

海     外 

3,060 

2,895 

4.8 %

△6.1 %

営 業 利 益 369 253

（営業利益率） (      6.2 %) (     4.3 %)
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（２）財政状態に関する分析 

① 資産、負債、資本の状況                                              （単位：億円） 

 2013年度末 2014年度末 前年度末比 

資産合計 31,059 32,711 1,651 

負債合計 24,079 23,367 △712 

資本合計 6,979 9,343 2,364 

 親会社所有者帰属持分（自己資本） 5,665 7,900 2,235 

 （利益剰余金） （       △543） （       1,307） （       1,850）

 （その他の資本の構成要素） （         631） （       1,018） （         386）

〔ご参考〕 

現金及び現金同等物 3,011 3,620 608 

有利子負債 5,602 5,784 182 

ネット有利子負債 2,590 2,164 △426 

Ｄ／Ｅレシオ 0.99 倍 0.73 倍 △0.26 倍 

ネットＤ／Ｅレシオ 0.46 倍 0.27 倍 △0.19 倍 

親会社所有者帰属持分比率（自己資本比率） 18.2 ％ 24.2 ％ 6.0 ％ 
 

当年度末の資産合計は3兆2,711億円と、前年度末から1,651億円増加しました。現金及び現金同等物や売上

債権が増加しました。 

負債合計は2兆3,367億円と、前年度末から712億円減少しました。仕入債務や運転資金の一部を借入金で調

達したことにより有利子負債は増加しましたが、年金資産の運用改善により確定給付制度の積立状況が改善した

ことにより退職給付に係る負債が減少しました。 

資本合計は9,343億円と、前年度末から2,364億円増加しました。当期利益の計上や確定給付制度の積立状況

が改善したことによります。なお、親会社所有者帰属持分比率（自己資本比率）は24.2％と前年度末から6ポイ

ント増加しました。 
 

② キャッシュ・フローの状況                                            （単位：億円） 

 2013年度 2014年度 前年度比 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,765 2,801 1,036 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,289 △2,005 △715

Ⅰ＋Ⅱ フリー・キャッシュ・フロー 475 796 320 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー △462 △173 288 
   

Ⅳ 現金及び現金同等物の期末残高 3,011 3,620 608

〔ご参考〕 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 3.2年 2.1年 △1.1年 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 26.9倍 46.9倍 20.0倍 
（注）キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債÷営業キャッシュ・フロー 
（注）インタレスト･カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ･フロー÷支払利息 
 

当年度の営業活動によるキャッシュ・フローは2,801億円のプラスと、前年度からは1,036億円の収入増とな

りました。税引前利益の改善に加えて、ＬＳＩ事業及び海外事業等に係る事業構造改善費用の支払いが減少しま

した。また、前年度における国内子会社からの配当金に係る源泉所得税の還付などにより法人所得税の支払額が

減少しました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは2,005億円のマイナスと、前年度からは715億円の支出増となりました。

ＬＳＩや電子部品などの設備投資の増加に加え、前年度には売却可能金融資産の売却による収入やＬＳＩのマイ

コン・アナログ事業などの譲渡収入があったことによります。 

 フリー・キャッシュ・フローは796億円のプラスと、前年度からは320億円の収入増となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは173億円のマイナスとなりました。前年度から288億円の収入増となり

ました。 

この結果、現金及び現金同等物の期末残高は前年度末から608億円増加し、3,620億円となりました。 
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③ 年金の状況 

                      （単位：億円） 

  2013年度末  2014年度末 前年度末比 

ａ．確定給付制度債務 

ｂ．制度資産 

△22,755 

18,648 

△24,843 

21,808 

△2,088 

3,160 

ｃ．確定給付負債（資産）の純額（ａ）＋（ｂ） △4,107 △3,035 1,071 

（確定給付制度債務の計算の基礎に関する事項）    

（割引率 国内 1.1％ 0.7％ △0.4％ 

 海外（主に英国） 主に 4.4％ 主に 3.4％ △1.0％ 
 

 

 

(３) ２０１５年度の業績見通し 
 

 

売上収益はサービス事業の拡大により、テクノロジーソリューションを中心に、2014 年度から 2％増の 4 兆

8,500億円を計画しています。 

営業利益は1,500億円の計画です。足もとで米ドルに対するユーロ安が進んだことにより、パソコンなどユビ

キタスソリューションを中心に米ドル建ての部材調達コストの上昇影響を織り込んだほか、ビジネスモデルの変

革を加速させるための戦略投資も織り込んでいることから、2014年度に比べ286億円減益となる見込みです。 

親会社の所有者に帰属する当期利益は1,000億円を計画しています。 

 

なお、為替レートの前提は、米ドル110円、ユーロ125円、英ポンド175円を想定しています。 
 

 

[通期]                                         （単位：億円） 

  2014年度 

（実績） 

2015年度 

（予想） 
前年度比 

 

  増減率(％) 

売 上 収 益 47,532 48,500 967 2.0

営 業 利 益 1,786 1,500 △286 △16.0

（ 営 業 利 益 率 ） (   3.8%) (   3.1%) (  △0.7%) 

親 会 社 所 有 者 帰 属 
1,400 1,000 △400 △28.6

当 期 利 益 

＜売上収益 セグメント別内訳＞ 

テクノロジーソリューション 33,028 33,600 571 1.7

ユビキタスソリューション 10,628 10,500 △128 △1.2

デバイスソリューション 5,956 6,200 243 4.1

その他／消去又は全社 △2,080 △1,800 280 -

＜営業利益 セグメント別内訳＞ 

テクノロジーソリューション 2,224 2,350 125 5.6

ユビキタスソリューション 87 0 △87 △100.0

デバイスソリューション 369 300 △69 △18.8

その他／消去又は全社 △895 △1,150 △254 -
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(４)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
 

当社定款第 40 条に規定される剰余金の配当等における取締役会に与えられた権限の行使に関する基本的な

方針は、株主のみなさまに安定的な剰余金の配当を実施するとともに、財務体質の強化および業績の中長期的

な向上を踏まえた積極的な事業展開に備えるため、適正な水準まで内部留保を充実することにあります。また、

利益水準を勘案しつつ内部留保を十分留保できた場合には、自己株式の取得等、より積極的な株主のみなさま

への利益の還元を行うことを目指しております。 

 

当期の連結営業利益および連結当期利益は前期比で増益となりました。しかしながら、親会社の所有者に帰

属する持分（自己資本）は、従業員の退職給付に係る積立不足額を連結財政状態計算書に計上する前の水準に

は届いておらず回復途上にあります。また、次期の連結業績は、米ドルに対しユーロ安が急速に進行した影響

を受け一部の欧州拠点の業績が悪化するほか、ビジネスモデルの変革を加速させるための戦略投資も見込んで

いることから当期に比べ減益となる見込みです。 
このような状況を踏まえ、当期の期末配当は 2015 年 1 月公表のとおり 1 株あたり 4 円といたします。当期

の年間配当は、中間配当を4円としましたので、期末配当と合わせて、１株あたり8円とさせていただきます。 

 

剰余金の配当につきましては、第 2 四半期末日、期末日を基準とした年 2 回の配当を行う予定であります。

次期の年間配当につきましては、1株あたり8円（うち中間配当は1株あたり4円）とすることを予定してお

ります。 

 

【損益の状況（個別）】 

当社の個別財務諸表は、日本の会社法の規定及び日本基準に準拠しております。 

（単位：億円） 

 2013年度 

2013年4月1日～ 

    2014年3月31日 

2014年度 

2014年4月1日～ 

    2015年3月31日 

前年度比 

売 上 高 21,450 20,588 △862 

営 業 利 益 △60 △10 50 

営 業 外 損 益 1,581  401 △1,180 

( 受 取 配 当 金 ) (       1,748) (        451) (      △ 1,296)

経 常 利 益 1,521 390 △1,130 

当 期 純 利 益 1,846 449 △1,397 

（注）前事業年度において、営業外損益に含めていた雑支出等については、国際会計基準（IFRS）に準拠した連結財務諸表との比較可能性を向上 

（注）させるため、当事業年度より営業利益に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表を組替えて 

（注）おります。 

 

 当事業年度（以下、当年度）の売上高は、2兆588億円と、前事業年度（以下、前年度）比4％の減収になりま

した。営業利益は10億円の損失と前年度比50億円の改善となりました。ネットワークプロダクトが減収影響を

受けたほか、中長期の成長に向けた戦略投資を拡充させましたが、携帯電話事業の採算性改善やシステムインテ

グレーションの増収効果などにより改善しました。 

 経常利益は390億円と、前年度比1,130億円の減益になりました。子会社からの配当収入が前年度から約1,300

億円減少したことなどによります。 

 当期純利益は前年度比1,397億円減益の449億円となりました。 
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【純資産の状況（個別）】                         

（単位：億円） 

 2013年度 

（2014年3月31日） 

2014年度 

（2015年3月31日） 
前年度末比 

株主資本 5,707 6,166 459 

資本金 3,246 3,246 - 

資本剰余金 1,662 1,662 0 

その他資本剰余金 1,662 1,662 0 

利益剰余金 802 1,263 460 

利益準備金 101  117        16 

その他利益剰余金 701 1,145 443 

自己株式 △4 △5 △1 

評価・換算差額等 334 522 187 

純資産合計 6,042 6,688 646 
 

年度末分配可能額（個別）    2,360   2,802     442 
 
 

当年度末の利益剰余金は1,263億円と、前年度末から460億円増加しました。 

 

当年度末の退職給付の未認識債務残高は1,348億円となりました。金利低下による退職給付債務の増加影響

はありましたが、年金資産の運用改善などにより前年度末から123億円改善しました。なお、退職給付の未認

識債務のオンバランス処理は個別決算では適用されません。 
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２．経営方針 
 

(１)会社の経営の基本方針 
 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、常に変革に挑戦し続け、快適で安心できるネットワーク社会づく

りに貢献し、豊かで夢のある未来を世界中の人々に提供することを企業理念としております。そのためには、

健全な利益と成長を実現し、企業価値を持続的に向上させることが重要と考えております。 
 

(２)中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 
 

情報機器やネットワークの高度化を背景に、社会や経済の至るところでＩＣＴの活用が進み、従来の業界の

枠組みを超えた新たなビジネスが生まれるなど、市場構造の変革が起こりつつあります。消費者の行動が変化

し、またグローバルな競争が加速する中で、企業において新しいテクノロジーをビジネスの変革や競争優位の

確保に活かす動きが高まっています。また、防災、エネルギー、環境、医療など、社会の抱える様々な課題を

解決し豊かな社会の実現に貢献することが、ＩＣＴの新たな役割として期待されています。 
 

このような環境下において、当社グループは、テクノロジーをベースとした、グローバルに統合された企業

になることを目指しております。自らの改革を進め、お客様のビジネスを支えるとともに、豊かな社会の実現

に向け、ＩＣＴを通じて貢献してまいります。これに向けて、ビジネスおよび社会におけるイノベーションを

通じてＩＣＴの活用領域を拡大するとともに、グローバルでのビジネス拡大を進めてまいります。 
 

ビジネス分野については、企業の既存ＩＣＴ資産の有効活用を可能にするサービスをご提供するとともに、

新しいテクノロジーを活かしたビジネスのイノベーション創出に取り組んでまいります。同時に、人に優しい

豊かな社会「ヒューマンセントリック・インテリジェントソサエティ」の実現につながる、社会イノベーショ

ンの創出を目指してまいります。 
 

グローバルでのビジネス拡大に向けては、世界を5つの地域に区分したリージョンと、事業部門とのマトリ

クス体制を活用し、日本を含めたグローバルな連携を一層進めてまいります。また、グローバルデリバリー機

能を強化してお客様のニーズにお応えするとともに、グローバルに共通な商品・サービスの拡充を図ってまい

ります。 

 

これらの実現に向けて、次世代技術の研究開発にも引き続き注力してまいります。 

 

以上のような課題を不断の努力を積み重ねることにより解決し、快適で安心できるネットワーク社会づくり

に貢献できるグローバルな企業として、お客様や社会から信頼されるよう一層の自己革新を図ってまいります。 

 

 

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方 
 

当社グループは、海外拠点を含むグループ会社の会計基準統一及び資本市場における財務情報の国際的な比

較可能性の向上を目的に、連結財務諸表について2014年度第１四半期から国際会計基準（IFRS）を適用してお

ります。 
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該当事項はありません。

「製品及びサービスごとの情報」及び「報告セグメントごとの売上収益及び営業利益の金額に関する情報」
については、3ページ「①主要製品別売上収益」、4ページ「②セグメント情報」を参照して下さい。

地域ごとの情報

外部収益 （単位：百万円）

国内（日本）
海外

ＥＭＥＩＡ
アメリカ
アジア
オセアニア

海外計
合計

（注） 1. 外部収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
 2. 海外の各区分に属する主な国又は地域

(1) ＥＭＥＩＡ（欧州・中近東・インド・アフリカ）・・・・イギリス、ドイツ、スペイン、フィンランド、
スウェーデン

(2) アメリカ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・米国、カナダ
(3) アジア・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・中国、シンガポール、韓国、台湾
(4) オセアニア・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・オーストラリア

3. 個別に区分して開示すべき重要な国はありません。

その他の資本の構成要素及びその他の包括利益の各項目の増減
（単位：百万円）

在外営業活動体の換算差額
期首
その他の包括利益
その他
期末

キャッシュ・フロー・ヘッジ
期首
その他の包括利益
その他
期末

売却可能金融資産
期首
その他の包括利益
その他
期末

確定給付制度の再測定
期首
その他の包括利益
その他
期末

その他の資本の構成要素合計
期首
その他の包括利益
その他
期末

  (５)連結財務諸表に関する注記事項

　 ①継続企業の前提に関する注記

　 ②セグメント情報

　 ③資本及びその他の資本項目

△28,228 △61,610 

4,762,445 4,753,210 

373,470 387,156 
110,757 110,099 

1,801,491 1,879,981 

929,820 990,627 
387,444 392,099 

48,316 100,305 

前年度 当年度
(自 2013年4月 1日 (自 2014年4月 1日

　至 2014年3月31日) 　至 2015年3月31日)
2,960,954 2,873,229 

28,228 61,610 
△28,228 △61,610 

63,143 101,838 

－ － 

43,055 63,143 

－ － 
50,100 71,380 

－ － 

20 △38 

38,363 50,100 
11,737 21,280 

△46 20 
66 △58 
－ － 

8,285 17,473 
－ － 

13,023 30,496 
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前年度 当年度
(自 2013年4月 1日 (自 2014年4月 1日

　至 2014年3月31日) 　至 2015年3月31日)

4,738 13,023 
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　基本的１株当たり当期利益及び希薄化後１株当たり当期利益の算定上の基礎

基本的１株当たり当期利益

親会社の普通株主に帰属する当期利益（百万円）

基本的加重平均普通株式数（千株）

基本的１株当たり当期利益（円）

希薄化後１株当たり当期利益

親会社の普通株主に帰属する当期利益（百万円）

希薄化後１株当たり当期利益（円）

　当年度は、IFRSに準拠した連結財務諸表開示の初年度であります。我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準（以下、日本基準）に準拠して作成された直近の連結財務諸表は、前年度（自 2013年4月1日 至 
2014年3月31日）の連結財務諸表であり、IFRSへの移行日は2013年4月1日であります。

  1.IFRS第1号「国際財務報告基準の初度適用」の適用における当社グループの方針及び2.日本基準との重要な差異
　2014年度第１四半期連結決算概要（2014年7月31日）における「２．要約四半期連結財務諸表（８）初度適用」
を参照して下さい。

  3.IFRS第1号に基づく調整表
  移行日（2013年4月1日）及び前年度末（2014年3月31日）の資本に対する調整表、並びに前年度（自 2013年
4月1日  至 2014年3月31日）の包括利益及び連結キャッシュ･フロー計算書に対する調整表は2014年度第１四
半期連結決算概要における「２．要約四半期連結財務諸表（８）初度適用」を参照して下さい。

　該当事項はありません。

2,069,034 

(自 2013年4月 1日
　至 2014年3月31日)

67.64 

△6 

113,209 

2,069,210 

2,069,210 

54.71 

2,069,210 

140,024 

140,024 

△72 

139,952 

2,069,034 

 ⑤初度適用

 ⑥後発事象

子会社及び関連会社の発行する潜在株式に
係る調整額（百万円）

当年度
(自 2014年4月 1日

　至 2015年3月31日)

希薄化後1株当たり当期利益の計算に使用する
加重平均普通株式数（千株）

希薄化後1株当たり当期利益の計算に使用する
当期利益（百万円）

54.71 67.68 

前年度

当年度前年度

2,069,034 

113,215 

　至 2014年3月31日)

基本的加重平均普通株式数（千株）

 ④１株当たり情報

(自 2014年4月 1日
　至 2015年3月31日)

113,215 

(自 2013年4月 1日
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